
 

 

 

 

地域経済における製造業の生産性と輸出に関する一考察 

～富山県における製造業を具体的事例として～ 

 

 

A Study of Productivity and Exports of the Manufactures in Toyama Prefecture 

 

 

大 西  一 成 

OHNISHI Kazushige 

 

 

 

 本稿では、製造業の生産性と輸出に関する分析を中心に据え、地域経済の活性化につい

て考察する。具体的事例として、富山県における製造業を考察対象とする。国際経済が緊

密化するなかで、地域経済においては、はたしてどのような経済活性化が望まれるのかと

いう点についても言及した。生産動向、輸出を中心に国内外両面から考察する。基本的な

モデルについては、Gravity Model を用いて、各種製造業における行動分析を試みた。分析

に当たり富山県における輸出先は、中華人民共和国、大韓民国を中心扱うこととした。本

稿の特徴でもあるが、輸出に関しては国内製造業者の生産性はもとより、海外諸国の景気

動向にも当然左右されるとの観点から同モデルに為替を導入した。今般の様々な経済政策

の動向もあり、為替の動きも当然ながら輸出に大きな影響を与えており、本稿におけるモ

デルに説明変数として加えた。 

 地域経済における製造業の生産動向は、今日海外の経済動向はもとより、地政学的要

因、国内の経済ファンダメンタルズ、経済政策に大きく左右される。民間企業とりわけ製

造業にとって、その生産性の追求はより一層難しさを増していると言えよう。 

 

キーワード：Gravity Model、製造業、生産性、直接投資、輸出 
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1. はじめに 

地域経済における生産活動は、果たしてどのように決定がなされるかを考察する。分析

のためのファクターとしては、生産性、為替レート、輸出動向を中心に取り上げた。なか

でも生産性と輸出に関する実証分析を中心に検証した。もとより国内生産、輸出について

は、地方経済を担う製造業のみでは決定できないなか、果たして企業の行動はいかにして

決定されるのかについて実証的に考察する。具体的な事例としては富山県を取り上げた。

同県が製造業にとっては極めて恵まれた環境にあり、果たして富山県の事例がどこまで他

の地域においても応用可能なのかは更なる検証を必要とするも、他の地域においても大い

に有効な先行事例となることは期待されてよいのではないか。富山県の場合、製造業にと

っての条件のみならず、環日本海諸国への有力な輸出港を有していることから、生産と輸

出、国内経済との結びつきにおいても、分析対象として一つの有効な事例になるものと考

える。化学工業、機械工業、電気興業など多様性に富む製造業の存在が安定した雇用環境

の素地となっている。国内流通網も整備され、環日本海を中心とした輸出港としても期待

される。 

 

2. 先行研究 

 若杉（2011 p.37）においては、「輸出によって生産性が高まるのではなく、あらかじ

め高い生産性を有する企業のみが輸出に要する費用をまかなうことができること、すなわ

ち、輸出に関する自己選別が存在する」とし、同（2011 p.38）では、輸出が原因となっ

て生産性が改善することを示す十分な証拠は得られないとする Bernard and 

Jensen(1999)の研究成果を紹介している。理論的枠組み及び検証結果としては、若杉

（2011 pp.124-135）が詳しい。特に、推計に用いられた Gravity Model に関しては、同

（2011 pp.129-135）で推計結果を用いながら詳しく論じられている。 

 同じく Gravity Model に関しては、田中（2015 pp.93-118）1において、基本的な考え

方から新々貿易理論に基づく新しい推定方法など、同モデルの可能性について詳細に論じ

られており、今後の方向性を知るうえで大きな示唆を得た。 

 外国文献については、若杉にも取り上げられている Helpman, Melitz, and Yeaple(2004)

や Yeaple（2009）が挙げられる。また田中（2015 p.100）における新貿易理論として、

Anderson and van Wincoop（2003）、新々貿易理論の研究として Helpman et al.（2008）

を取り上げている。また固定効果を用いたものとして Redding and Venables（2004）によ

る推定方法を紹介している。Gravity Model の理論に関する基本的な研究としては

Anderson（1979）が挙げられる。Gravity Model の基本を学ぶ上で極めて有効であった。

宮川（2014）では、異次元緩和にもかかわらず、民間企業設備投資の動きが鈍い点につい

て、他の研究者の研究成果も紹介しながら、多面的に論じている。ここでは高付加価値製

品において、利潤率を高める戦略から、実質為替レートに反応しにくくなっているとし、

政策効果が伝播されるには、企業成長を可能にするような企業統治改革や人材育成への支

援が欠かせないとしている。吉田裕司（2014 pp.45-72）においては、国際貿易と地域経

済の両面から考察がなされている。こうしたことから本研究における大きな示唆を得るこ

とができた。地方産業の分析における具体的事例研究である富山県に関する考察におい

て、その分析の枠組みとして吉田（2014 p.53）を基本に、富山県の特性に基づいた枠組

みを考察した。中村（2015）は、地域経済に関する精緻な分析の必要性に加え、域内市場

1 「固定効果法」については、田中（2015 pp.101-105）において、具体的な推計方法にまで言及している。 
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産業だけでは地域経済が成り立たないと主張し、「稼ぐ力」2、「雇用力」3の把握の必要性を

指摘している。 

 

3. 富山県企業を取り巻く環境としての日本経済 

（1）国内総生産（GDP）の分析～GDP、民間最終消費支出、民間企業設備投資、経常収支～ 

日本経済は、回復力が弱い消費、民間企業設備投資を背景に、国内総生産（GDP）は明確

な回復傾向を示すに至っていない。こうした内需の弱さの背景には、海外の景気動向にお

ける不透明感に加え、景気の先行きに対する不安感が払拭できないことがあるのではない

か。2014 年 4 月の消費税率アップ前の駆け込み需要こそ明確に見られたものの、ここにき

て住宅投資も弱含むなど回復にむけた明確な兆しは見られない。 

 

国内総生産（GDP）の推移 

 

 

 外需に関しては、円安傾向にも関わらず輸出が伸び悩んでいる。こうした傾向は、海外景

気の不透明感が台頭する前からみられ、ここにきて中国経済を中心としたより明確な不振か

らさらに輸出は鈍化傾向が鮮明になっている。まして、こうした海外景気の不振から、ここ

にきて海外の資金が安全資産である円に流れ、円高傾向が台頭している。こうしたことから

輸出は明確にその伸びを鈍化させつつある。 

2中村（2015）では、ある産業の従業者比率を全国の従業者比率で基準化した「特化係数」に全国レベルで

の自足率を乗じた「修正特化係数」を適用したとしている。 
3 同（2015）では、供給面での基盤産業の活性化がどれ程に地域の雇用に影響を与える赤という「経済基

盤モデル」によって雇用力を予測している。 
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2008 年から 2009 年にかけての世界同時不況4までは、輸出の拡大が民間企業設備投資の

拡大を促している様子が見られた。しかし、世界同時不況後は、輸出が回復するも民間企業

設備投資の伸びは極めて緩慢で、むしろ伸び悩んでいるとも言える。まして世界同時不況前

後からは、為替が円高になるも輸出が拡大傾向にあり、2013 年以降のより明確な円安傾向に

転換してからは堅調に拡大傾向をたどっている。しかし、そうした外需の動きにも関わらず、

民間企業設備投資の伸びは弱い。貿易収支は水面下にあるも、次第にその赤字幅を縮小しつ

つあるなか、経常収支も 2014 年後半以降、黒字化傾向が鮮明になっている。日銀の金融緩

和に伴う円安傾向に加え、所得収支が堅調に推移していることも寄与している。また輸入物

価、とりわけ原油価格の下落もあり、輸入額の縮小も寄与しているものと考えられる。 

企業業績の回復に伴う名目賃金の上昇には、今なお企業側が慎重なことから大きな期待は

難しい。金融緩和による円安、2015 年に入り顕著となった原油安の恩恵を受ける企業の業績

は好調が予想されるが、賃金に反映されるには今なお時間が必要なのではないか。消費が著

しく促される新たな取り組みといった政策も予想しづらく、弱い回復局面が今後とも予想さ

れる。民間企業設備投資は、円安にも伴う輸出余力の拡大を目指した国内生産体制への回帰

も期待されるが、2015 年から 2016 年にかけ欧州、中国の景気不振が続いており、輸出に景

気の牽引役を期待することには懸念が残る。こうした状況から、民間企業設備投資が要であ

ろう。好業績に加え、実質長期金利の著しい低下を背景とした設備投資が期待される。しか

し、設備投資の先行指標となる機械受注動向は緩やかな伸びにとどまっている。海外への直

接投資かもしくは国内への生産回帰か、今日のファンダメンタルズはそうした新たな選択を

迫っているようにも思われる。 

 

4. 富山県の製造業 

1. 生産 

 （1）富山県の製造業～鉱工業生産指数に見る分野別生産動向～ 

 全国に比べて、世界同時不況後 2010 年の回復力は、全国水準に比べて高水準であったと

言えよう。ただ 2011 年の東日本大震災の影響は軽微であったものの、その後はほぼ全国と

同様の推移になっている。製造業が盛んであることから、生産回復時の動きは強いものの、

2015 年に入ってからの水面下の動きは懸念される。 

 

4米国では、世界同時不況の兆しは、2007 年ごろから見られたとも言われている。 
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（出所：経済産業省『鉱工業生産指数（生産・出荷・在庫、生産能力・稼働率、生産予測指数)【平成27年12月分】（平成28年2月15日発表分まで）、富山県経営管理部統計調査課『富

山県鉱工業生産の動き～平成27年（2015年）11月分』 (H28.1.25公表分まで)。数値はいずれも前年同月比％。グラフは筆者作成。）
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（2） 経済活動別県内総生産 

 富山県の製造業の中心は、県内総生産で見ると化学、金属製品、一般機械、電気機械であ

ろう。世界同時不況時にはいずれの分野にいても生産額が落ち込んだものの、生産額自体は

電気機械を筆頭に概ね回復をしている。ただ、化学、非鉄金属については世界同時不況以前

の水準までは戻り切れていない。一般機械は概ね世界同時不況前の水準まで、電気機械はそ

れを上回る水準まで回復している。輸送用機械はロシア向けを中心とした中古車が中心であ

るが、ロシア経済の動向によって大きく左右される。金属製品、紙・パルプについては回復

の兆しは明確には表れていない。 

  

 

（3）鉱工業生産指数～主たる製造業分野の生産動向～化学工業、金属製品、非鉄金属工業、 

電気機械工業、はん用・生産用・業務用機械工業～ 
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（出所：内閣府『県民経済計算（平成13年度 -平成25年度）（93SNA、平成17年基準計数）経済活動別県内総生産』。グラフは筆者作成。）
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（平成22年（2010年）＝100、季節調整済み指数）
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 鉱工業生産においては化学工業、輸送機械工業が堅調に推移している。化学工業、金属工

業は世界同時不況における影響は小さかったと言える。輸送用機械工業は国内サプライチェ

ーンの問題も絡み、2011 年の東日本大震災の影響が最も大きかったと言える。電気機械につ

いて生産額自体は回復するも生産動向はやや低迷している。他は概ね横ばいで推移している。

はん用・生産用・業務用機械工業については方向感に欠ける。鉱工業生産全体は、ほぼ横ば

いの推移になっている。 

 

5. 富山県における貿易動向（伏木税関支署管内貿易推移） 

輸出全体は伸び悩む 

  

 

      

大阪税関伏木税関支署発表の『富山県（伏木税関支署管内）貿易概況』（平成 28 年 2 月 25

日）によると、平成 27 年分の富山県の輸出額は、1783 億円で前年比 15.3％減で昨年のマイ
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関支署管内）貿易概況」（平成２８年2月25日発表。グラフは筆者作成）
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（出所：大阪税関伏木税関支署「平成２７年分(輸出確報値；輸入速報値[9桁ベース] 富山県(伏木税関支署管内）貿易概況」（平成２８年2月25日発表。グラフ

は筆者作成）
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ナス 2.6％に続き、2 年連続のマイナスとなった。中国向けがやはり 2 年連続でマイナスと

なるなか、主力のロシア向け自動車がマイナス 68.4％となるなど、海外景気の不振に大きな

影響を受けている。大韓民国、中国向け輸出はそれぞれ 409 億円、406 億円とほぼ同水準な

がら、中国からの輸入は米国、大韓民国からの概ね 3 倍の水準に達している。こうしたこと

から、中国への進出企業の存在とその背景である製造拠点としての労働力の存在が背景にあ

るものと思われる。また、主たる輸出相手先の順位も相手国の経済動向によって入れ替わっ

ている。こうしたなか、県内企業はその生産性向上と輸出に向けてどのような動きをするの

かが問われる。 

 

3. 主たる産業の輸出動向～為替の動きを踏まえ～ 

   

 

 長期的には為替の動きに関わらず、金属製品以外は 2000 年代前半の水準を概ね上回って

いると言える。しかし 2013 年に始まる金融緩和政策に前後して、為替は円安傾向が顕著に

なったものの、輸出動向には大きな変化は見られなかったといえよう。世界同時不況後の

円高傾向の下で、輸出がそれによって大きく落ち込んだとも言えない。むしろ 2013 年以降

の円安局面において輸出の伸びが見られないというべきであろう。電気製品が低迷する一

方、化学製品は世界同時不況時においてもその影響は小さかったと言える。一般機械につ

いては、世界同時不況の影響が大きかったにもかかわらず、その後の回復は不況前を上回

る水準にまで回復している。こうしたことから、富山県においては化学製品と一般機械の

強さが特筆される。環日本海における流通拠点として、中古自動車のロシア向け輸出の落

ち込みの要因はロシア経済にあることから、直接的には富山県の製造業への影響は限定的

であると言えるのではないか。 
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 各製造業におけるこうした状況はいかにして発生するのかその要因を求めることは興味深

い課題である。とりわけ輸出余力のある産業の背景としてその生産性を考察することは興味

深い。前掲した若杉（2011 p.37）における考察を再掲すると、「輸出によって生産性が高ま

るのではなく、あらかじめ高い生産性を有する企業のみが輸出に要する費用をまかなうこと

ができること、すなわち、輸出に関する自己選別が存在する」と理論展開している。5この点

に関し、本稿では Gravity Model を中心に、生産性と輸出動向について実証分析を試みる。

富山県からの輸出先としては中華人民共和国を中心に、加えて大韓民国についても取り上げ

た。ロシアについては、輸出先としては常に上位にあるも、中古自動車が大きなウェートを

占めていることから、富山県本来の製造業に対しその影響は限定的であるとして捨象した。 

 

4. 推計式について～Gravity Model6を基本に～ 

（1）吉田（2014 p.60）7では、以下のような地域生産式、地域輸出式を連立方程式体系で

推計している。 

  地域輸出式 

  vG D P I MW a g eD i s toE  lnlnPrlnln   

  

(2) 本稿における Gravity Model を基本とする推計式 

上記、吉田（2014 p.60）の推計式を参考に、本稿では下記のような推計式を立てた。本

稿では、基本的な Gravity Model に為替要因を加えることで、地域輸出基本式とした。 

  E X C HJC *
YY

JC

CJ

距離
＝輸出額   

JC

JC









為替距離　　　　　　　

国の総生産国地域の総生産＝輸出額

loglog

ClogJloglog)(log

4JC3

21
 

 

5．輸出相手国別実証分析～富山県～ 

（1）中華人民共和国 

① 推計式における変数 

本稿では上記モデルを参考に、対中国向け輸出のうち主な 5 品目について下記のような推計

式を立てた。 

非鉄金属（Nonferrous）、金属製品（Fabricated）、一般機械（General）、電気機械（Electrical）

5 後半部分も再掲しておく。5同（2011 p.38）では、輸出が原因となって生産性が改善することを示す十分

な証拠は得られないとする Bernard and Jensen(1999)の研究成果を紹介している。 

 
6 若杉（2011 pp.124-129）では、日本企業の FDI 構造の背景となる理論的枠組みとして、Dixit and 

Stiglitz(1977)の CES 型効用関数を用いて理論展開を示している。 

7吉田（2014 p.60）における地域生産式 vPOPGDPIMDistDo  lnln_Prln                         

上記式は距離指数変数 Dist 、輸入国の国内総生産GDPIM 、自国地域の人口（非熟練労働者の代理変数）

POP からなる。 

 

富山国際大学現代社会学部紀要　第8巻 (2016.3)

9



化学工業（Chemical）について下記のような推計式を立てる。 

・ ageTYMIndustW …富山県製造業部門の従事者の収入 

・ aborTYMIndustLTYMIndust /yroductivitTMYIndustp   

富山県製造業生産高÷富山県製造業従事者数 

・TOYAMAWAGE …富山県県民所得 

（出所：『県民経済計算』富山県経営管理部統計調査課経済動態係） 

・ XPTYMIndustE …富山県製造業中華人民共和国向け輸出（出所：財務省『伏木税関支署管内

（富山県）貿易概況』大阪税関調査統計課） 

・ 0_XPTYMIndustE …富山県製造業の輸出に関する推計結果。この結果を生産性の推計に導

入している。 

・ CHNINT _ …富山伏木港-中華人民共和国上海間の距離（財務省『伏木税関支署管内（富山

県）貿易概況』大阪税関調査統計課） 

・ CHNGDP_ …中華人民共和国国内総生産（出所：World Bank “World Development 

Indicators ”） 

・EXCH …為替レート（円/ドル）（出所：日本銀行） 

※製造業は、生産高、輸出高とも富山県においてウェートの高い非鉄金属（Nonferrous）、

金属製品（Fabricated）、一般機械（General）、電気機械（Electrical）化学工業（Chemical）

の合計を用いている。なお、輸出については、各変数名に EXP を付記した。 

※（ ）内は t 値、記述当計量は、[註-1]富山県中華人民共和国向け輸出」に記載。 

上記変数を用いた推計式は以下の通りである。 

≪輸出≫ 

   
143

21

)l o g (*)l o g (*

)_l o g (*)_l o g (*)l o g (









T Y M I N D U S TE X C H

C H NGDPCHNINTXPTYMIndustE

　　　　　　　　　　　　　
 

≪生産性≫ 

2765 )0_log(*)log(*

)uctivityIndustprodlog(

  XPTYMIndustEageTYMIndustW

TYM

　　　　　
 

② 中華人民共和国向け製造業（総合）の推計結果～生産性を被説明変数として～8 

分析アプローチを 2 面から進めた結果、以下のような結果を得た。9輸出の拡大は、今回の

分析では生産性を高める推計結果になった。 

)_log(*625404.0)_log(*6483.1)log( CHNGDPCHNINTXPTYMIndustE            

（-0.97）       （2.59）       

)log(*857874.0)log(*422613.1 TYMINDUSTEXCH   

           （1.31）        （1.12） 

8 上記「中華人民共和国向け製造業（総合）の推計結果」についてのみ、2013 年までのデータを加えて推

計した。 
9 特に、若杉（2011 p.37）においては、「輸出によって生産性が高まるのではなく、あらかじめ高い生産

性を有する企業のみが輸出に要する費用をまかなうことができること、すなわち、輸出に関する自己選別

が存在する」とし、同（2011 p.38）では、輸出が原因となって生産性が改善することを示す十分な証拠は

得られないとする Bernard and Jensen(1999)の研究成果を紹介している。 
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)0_log(*258897.0)log(*311433.011152.6

)uctivityIndustprodlog(

XPTYMIndustEageTYMIndustW

TYM


            

（-0.91） （0.59）           （2.09）      

     

 

≪製造業中国向け輸出≫                        ≪富山製造業生産性≫ 

     

（※縦軸の単位 1000 円）                  （※縦軸の単位％） 

生産性が実際には推計よりも高水準で推移している 2007 年ごろまで、輸出はそれに呼応

するかのように拡大している。さらに富山県の製造業における生産性は世界同時不況前後か

らやや推計よりも下回る傾向が見られる。中国向け輸出の実績は、推計結果をかなり下回る

結果となっている。言わば、生産性における伸び悩みが、輸出の鈍化に影響を与えたのでは

ないかとの推論がここでは可能となる。ただ輸出の拡大が生産性を高める結果となった。以

下では、こうした結果を産業分野ごとに検証する。 
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③ 分野別の生産性推計10 

・非鉄金属（Nonferrous） 

    

log(nonferrousEXP)=C(1)*log(int_CHN)+C(2)*log(GDP_CHN)+C(3)*log(EXCH)+C(4)*log(TYMnonferro

us) 

log(TYMnonferrouspt)=C(1)+ C(2)*log(TYMIndustwage)+C(3)*log(nonferrousEXP_0) 

     ≪非鉄金属生産性≫                 

   

   （※縦軸の単位 1000 円） 

・金属製品（Fabricated） 

log(fabricatedEXP)=C(1)*log(int_CHN)+C(2)*log(GDP_CHN)+C(3)*log(EXCH)+C(4)*log(TYMfabricated) 

log(TYMfabricatedpt)=C(1)+C(2)*log(TYMIndustwage)+C(3)*log(fabricatedEXP_0)

  

10 「分野別の生産性推計」については、当該輸出の推計結果を用いて生産性を推計した。分野ごとの推計

については、2015 年 7 月の報告会時点で入手できた 2012 年までのデータによる。 
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・一般機械（General machinery） 

log(generalmachineryEXP)=C(1)*log(int_CHN)+C(2)*log(GDP_CHN)+C(3)*log(EXCH)+C(4)*log(TYMg

eneral) 

log(TYMgeneralpt)=C(1)+C(2)*log(TYMIndustwage)+C(3)*log(generalmachineryEXP_0)

   

（※縦軸の単位 1000 円） 

 

・電気機械（Electrical） 

log(electricalEXP)=C(1)*log(int_CHN)+C(2)*log(GDP_CHN)+C(3)*log(EXCH)+C(4)*log(TYMelectrica) 

log(TYMelectricalpt)=C(1)+ C(2)*log(TYMIndustwage)+C(3)*log(electricalEXP_0) 

  

      （※縦軸の単位 1000 円） 
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・化学工業（Chemical） 

log(chemicalEXP)=C(1)* 

log(int_CHN)+C(2)*log(GDP_CHN)+C(3)*log(EXCH)+C(4)*log(TYMchemical) 

log(TYMchemicalpt)=C(1)+C(2)*log(TYMIndustwage)+C(3)*log(chemicalEXP_0)

    

（※縦軸の単位 1000 円） 

 以上の推計結果からは、金属製品と化学工業において、生産性と輸出の間に明確な逆相関

が見られた。所謂、輸出の拡大が生産性の向上をもたらしていないという結論となった。非

鉄金属、一般機械、電気機械等では逆相関にはなっていないものの、その係数は小さく極め

て緩やかな相関が予想される。生産性と輸出の間には、輸出の拡大が生産性の向上をもたら

すという考え方を明確に支持する結果は得られなかった。 

 推計の方法としては、生産性を説明変数、輸出を被説明変数として求めることが望ましい

とも考えられるが、第一式の Gravity Model の被説明変数が輸出であるため、第 2 式は生

産性を被説明変数として推計した。よって、上記のように輸出の拡大が生産性を高めるか否

かという観点から推計式を立てた。 

 

④ 中華人民共和国向け製造業（総合）の推計結果～輸出を被説明変数として～ 

つぎに、輸出を被説明変数にして、生産性を説明変数として、以下のような推計式を試み

た。 

≪推計式≫生産性からみた輸出 

)log(*)_log(*)_log(*

)uctivityIndustprodlog()log(*)log(

543

21

EXCHCHNGDPCHNINT

TYMageTYMIndustWXPTYMIndustE









　　　　　　　　　　
 

下記の推計結果は、生産性の高さ輸出を拡大もたらすということを示唆している。 

≪推計結果≫ 

)log(*126246.2)log( ageTYMIndustWXPTYMIndustE   

（-1.22） 
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)_log(*109101.2)uctivityIndustprodlog(102855.1 CHNINTTYM   

 （1.72）                （-0.82） 

)log(*783316.3)_log(*395233.1 EXCHCHNGDP   

 （4.18）            （2.96） 

 推計結果は、係数は 1.102855 でｔ値も 1.72 となっており、生産性を高めることが輸出の

拡大につながることを示している。 

   

    （※縦軸の単位 1000 円） 

 

（2）大韓民国 

)_log(*719300.1)_log(*440953.4)log( ROKGDPROKINTXPTYMIndustE            

（-3.21）            （6.25）       

)log(*394720.0)log(*013995.1 TYMINDUSTEXCH   

             （1.75）         （-1.11） 

)0_log(*0.139972-)log(*283774.1921410.12

)uctivityIndustprodlog(

XPTYMIndustEageTYMIndustW

TYM


              

（-1.17）   （1.56）             （-1.15）      

      

各変数は、中華人民共和国と異なるものは下記のように定義した。 

ROKINT _ …富山伏木港-大韓民国釜山間の距離（財務省『伏木税関支署管内（富山県）貿易

概況』大阪税関調査統計課） 

ROKGDP_ …大韓民国国内総生産（出所：World Bank “World Development Indicators ”） 

※製造業は、生産高、輸出高とも富山県においてウェートの高い非鉄金属（Nonferrous）、金

属製品（Fabricated）、   

一般機械（General）、電気機械（Electrical）化学工業（Chemical）の合計を用いている。 

※（ ）内は t 値、記述当計量は、[註-1]富山県大韓民国向け輸出」に記載。 
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（1）製造業（総合）の推計結果 

大きな特徴は、生産性の拡大が輸出の減少をもたらしていることである。 

   

（※縦軸の単位 1000 円）                  （※縦軸の単位％） 
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② 大韓民国 

≪推計結果≫ 

)log(*031991.1)log( ageTYMIndustWXPTYMIndustE   

（-0.93） 

)_log(*680562.3)uctivityIndustprodlog(*332189.0 ROKINTTYM   

  （-0.86）                 （-1.79） 

)log(*166337.1)_log(*833468.1 EXCHROKGDP   

（6.06）            （1.95） 

   

推計結果は、係数の絶対値、ｔ値が示す有意性も小さいが、生産性と輸出は逆相関になって

いる。生産性の向上が、必ずしも輸出の拡大につながらないことを示唆している。 

 

Ⅴ. 結論 

 地域経済における製造業を中心に、その生産性と輸出動向について Gravity Model を用い

て考察した。その結果、輸出が生産性の向上をもたらすという有意な結論は得られなかった。

この点に関しては、より詳細なデータに基づく検証を必要とすることは否めない。逆に生産

性が輸出の拡大という形で影響を及ぼすことについては、全ての財で見られたわけではない

ものの特定の財において観察された。 

 中華人民共和国向けでは、確かに生産性が高くなれば輸出拡大がもたらされる推計結果

となったものの大韓民国についてはそうした結果にはならなかった。この点に関しては、相

手国の経済発展段階によっても異なるのではないか。とりわけ輸出先が新興国であれば、先

進国による高い生産性に基づく製品輸出が望まれるであろう。経済発展を遂げた輸出相手

国の場合、生産性は共に高い水準に達していると予想され、生産性が輸出拡大をもたらすか

否かについては検証の余地があろう。中華人民共和国と大韓民国の差はそうした要因に基
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づくものと考えられる。こうしたことから、生産性と輸出の関連については、より慎重に国

別、財別に検証することが必要であろうと考える。結局、輸出される品目、輸出先である国・

地域の経済の発展段階、産業構造によって結果に違いが出てくるものと考える。いずれにし

ても生産性を高めることによって、輸出、あるいは直接投資に向けた余力を生み出すことは

企業にとって目指す一つの方向でもあろう。「輸出が原因となって生産性が改善することを

示す十分な証拠は得られない」とする Bernard and Jensen(1999)の研究成果11については、

より詳細な実証分析の余地があるように思われる。いずれにしても、そうした分析によって

得られる結果は、輸出企業にとって当該輸出相手国に対する在り方を左右する重要な情報

となろう。いずれにしても生産性を高めることは、企業にとって新たな戦略への素地となろ

う。 

Ⅵ. おわりに 

 地域経済と国際経済の関連は、様々な要因が複合的に交錯し、複雑でそのデータを正確に

分析することは極めて難しい。一方で、地域における経済活動がどれ程に国内経済と関連し

ているか実証的に把握することも重要であり今後の課題として残された。言わば地域経済に

おける輸出動向が、果たしてどれ程に当該地域経済と関連しているのかを実証することは、

更なるミクロデータを必要としている。しかし、富山県を挙げるまでもなく、当該地域で生

産される財を輸出する地政学的有利さは否めないであろう。富山県の製造業が、富山港、伏

木港からの輸出に少なからず大きな影響を与えているのは至極当然とも言える。今後の課題

として、この国内産業との関連を如何に実証的に証明するかが重要課題であると認識してい

る。また、地域を性格づける製造業が、必ずしも輸出に適しているわけではない。富山は、

古来より製薬業の地でもあるが、必ずしも製薬が輸出の主たる品目とすべく行われているわ

けではない。こうした地域経済の特性と、生産性、あるいは輸出を関連付けることは必ずし

も容易ではない。こうした点についても、製造業の側面から地域経済を検証するのではな

く、各地域の伝統、文化、自然と気候、地理的条件等を重要な与件とした分析が望まれよ

う。 

今後の地域経済の活性化には、当該地域社会の開放性と特性を要とし、自己完結的な地域社

会の在り方では活性化は難しいと考える。人材の流動化はもとより、産業の開放された構造

による有機的かつ流動化された他地域との繋がりこそが不可欠であろう。様々な分野におい

て、他のエリアとの自然発生的な連携、流入、流出がなければ活性化は望めないだろう。な

ぜなら、地域完結型では、活性化に向けた発想そのものが閉鎖的になるからである。とりわ

け、地域産業の活性化には、地域性に囚われない人材を必要としよう。でなければ広域的な

視野に基づく発展は期待できない。いかにして新たな流動化をもたらす要因を作り上げるこ

とができるかが問われているのである。そのために必要な人材を呼び込める取り組みが先決

であろう。その意味で、地域社会の人材が必ずしもその地域に縛られることがあってはなら

ないのである。そうすることで、却って有意な人材が流出してしまうことになりかねないか

らである。こうした人材の流出は止め得ない。なぜならそうした人材もまた、自らを活かす

べく他の地域において貢献することが期待されるからである。 

11 若杉（2011 p.38） 
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今回の研究に当たり、平成 26年度富山第一銀行奨学財団からの助成によって、研究のみな

らず平成 27 年 7 月における成果発表の機会までも得たことは、筆者にとってこの上ない喜

びであった。今回の助成が自らのライフワークを明確にする機会ともなった。誠にありがと

うございました。ここに、衷心より謝辞を記す。 

  

 

 

【註】 

[註-1]富山県中華人民共和国向け輸出 

  

 

【註-2】大韓民国向け 
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【註-3】 

下図においても明らかに円安局面では、実質賃金の前年比にみる上昇率が低下している。消

費成立引き上げ時には、実績値が大きく落ち込むものの、概ね推計値の水準に戻っている。

為替の影響が、賃金に物価を通してその影響が現れるのには 2 期ほどかかるものとした。 

ドル）：為替レート（円

人以上）与（全国、従業員きまって支給される給

/

30:_30_

)log(_30__30_ 3312_1

EXCH

JBASICWAGE

EXCHJBASICWAGEJBASICWAGE ttt   

 

推計結果は以下の通りである。（ ）内は t 値。 

）　　（）　　　　　　　　　）（（　　　　　　　　　　 20.334.617.3

)log(*377856.3_30_*646275.08386.14_30_ 31



  ttt EXCHJBASICWAGEJBASICWAGE

詳細な推計結果は以下の通りである。  

    《全国》 

  

【註-4】 

賃金及び消費支出に関する分析～為替レートと実質賃金～ 

「きまって支給する給与」の全国と富山県の比較 
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（出所：厚生労働省『毎月勤労統計』、『毎月勤労統計地方調査月報』（平成26年12分まで。実質値、H22＝100、30人以上）グラフは筆者作成。）
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 きまって支給される給与については、全国に比べ回復に遅行性が見られる。また、平均的

な動きをする全国の推移に対しては、当然ながら変動そのものは大きい。 

 富山県は、全国ベースと比べ変動幅が大きく今般の回復プロセスにおいては、明確な遅行

性が見られる。製造業の比率が高いためと考えられる。 

 

推計結果 

こうした状況を前提に、富山県における「きまって支給される給与」について為替の変動

がどれほどに雇用面に影響を及ぼすのか推計を試みた。 

  

 

 以下のような推計式を立てた。なお為替が実質賃金に及ぼす影響については、３ヵ月のタ

イムラグを設けた。（為替の変動が物価にまで及ぼす影響について、3カ月の期間を設けた。） 

ドル）：為替レート（円

人以上）与（富山県、従業員きまって支給される給

/

30:_30_

)log(_30__30_ 3312_1

EXCH

TBASICWAGE

EXCHTBASICWAGETBASICWAGE ttt   

 

推計結果は以下の通りである。（ ）内は t 値。 

)30.1(

)log(*643600.1
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





　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

t

tt

EXCH

TBASICWAGETBASICWAGE

 

以上の結果から、同一期間において全国と同一推計式を用いた結果によれば、富山におけ

る実質賃金は、全国に変動が大きく、推計水準に戻るには全国ベースに比べ遅行している。 
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【註-5】推計結果の比較[全国と富山] 

2014 年 12 月時点における「きまって支給する給与」（実質）は、ほぼ同水準の推計結果と

なった。 
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（出所：推計のための基礎データの出所は、厚生労働省『毎月勤労統計』、『毎月勤労統計地方調査月報』（平成26年12分まで。実質値、H22＝100、30人以上）。

推計及びグラフ作成は筆者による。）
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